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財務担当の竹内です。

それでは私から、２０１３年３月期 連結決算、ならびに２０１４年３月期通
期見通しの概況をご説明申し上げます。
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 まず２０１３年３月期の連結業績です。

 売上高は、前期比１２％減の７，４３９億円、営業利益は横ばいの３５１億円となりました。
この数値には、情報通信事業を９月に譲渡したことが、売上高に対し１，２０２億円、営
業利益に２５億円、それぞれマイナスに影響しています。

 為替については、ドルは前期比で約４円の円安、ユーロは約２円の円高となり、
売上高に対して１２８億円の増収、営業利益に対して２億円の増益要因となっておりま
す。これらの影響を除いた実質ベースでは、売上高でほぼ横ばい、営業利益は５％の
増益となります。

 営業利益以下については、映像事業の減損損失や構造改革に伴う事業再構築損など、
合計１６４億円を特別損失に計上した一方で、情報通信事業など非事業ドメインの整
理・売却を進めたこと等により、合計２２５億円を特別利益に計上しました。これを受け、
当期の純利益は８０億円の黒字となりました。前期は繰延税金資産の取り崩しなどが
あったこともあり、約５７０億円の大幅改善となります。

 また、１-３月の３ヶ月の利益面をみると、営業利益は前年同期比１０％増、経常利益は
５１％増、純利益は１６３億円の改善となり、各利益ともに年度後半にかけ、さらに増益
傾向が鮮明となっています。

 なお、当期は最終利益を確保しましたが、配当につきましては、財務基盤強化の観点
から、誠に遺憾ですが見送りとさせていただきました。
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 セグメント別の状況です。

 医療事業が大変好調に推移し、会社全体の業績に大きく貢献しています。
通期では前期比１３％の増収、２８％の増益、１-３月の３ヶ月では、前年同期比２
９％の増収、４６％の増益と、年度後半にかけさらに好調な業績を計上しています。

 ライフ・産業事業も、通期では減収減益となりましたが、１-３月の３ヶ月でみると、景
気の回復基調を背景に、前年同期比６％の増収、２２％の増益と、回復傾向がみら
れます。

 映像事業は、コンパクトカメラの急激な市場縮小の影響により、前期に引き続き大
幅な営業損失を計上する結果となりました。

 主力の３事業について、もう少し詳しくご説明します。



44

 まず、医療事業です。

 主力の消化器内視鏡分野では、欧米で昨年投入した新製品のエクセラ・スリーが、
引き続き収益に大きく貢献したことに加えて、国内においても、この１-３月期に本格
投入した新製品のルセラ・エリートが販売を大きく伸ばしました。

 外科分野も同様に、国内外で投入した外科手術用内視鏡のヴィセラ・エリートが収
益に大きく寄与しました。

 これらの結果、通期では、売上高は前期比１３％増の３，９４７億円、営業利益は２
８％増の８７１億円となりました。また、１-３月の３ヶ月でみますと、売上高は
前年同期比２９％増収の１,２４５億円、営業利益は４６％増益の３０６億円となりまし
た。営業利益としては初めて四半期ベースで３００億円を超える数値を計上致しまし
た。

 また、営業利益率ですが、収益性の高い消化器内視鏡分野の売上拡大が
寄与し、通期で２ポイント改善の２２％、１-３月期では３ポイント改善の２５％と
なりました。
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 ライフ・産業事業です。

 民間企業の設備投資意欲が冷え込んだことや、政府予算執行遅れ等により、
通期で、売上高は、前期比７％減の８５５億円、営業利益は３５％減の３５億円となり
ました。

 当期は、フィリピン工場の閉鎖や長野地域の製造拠点統合など、製造拠点の合理
化、事業効率の向上等を確実に進めてまいりましたが、マクロ環境の悪化による売
上高の減少をカバーすることが出来ませんでした。

 しかし、１-３月の３ヶ月では、景気の回復基調や円安等を背景に、前年同期比６％
の増収、２２％の増益となり、回復基調が鮮明となっています。

 ライフ分野・産業分野ともに、今後の収益ドライバーとなる新製品を２０１３年３月期
に投入しておりますので、これら主力の新製品を中心に、回復基調にある設備投資
等による需要改善を取り込み、今後、本格的な収益回復を図りたいと思います。
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 映像事業です。

 コンパクトカメラ市場の急激な縮小を受け、売上高は前期比１６％減の１，０７６億円、
営業損失は約２３０億円という、結果となりました。

 当社が注力しているミラーレスは、一眼レフと同等の機能を誇るOM-Dが好調な実
績となり、国内を中心に売上増に寄与しました。ミラーレスの通期売上高は、前期比
１５％増の３７８億円、１-３月期では２５％増の７０億円となりました。

 調査会社のデータでは、国内ミラーレス市場における２０１３年３月期の当社シェア
は３割を超え、引き続きトップシェアを維持しています。

 なお、通期のデジタルカメラの出荷台数は、コンパクトが５１０万台、ミラーレスが５９
万台となりました。デジタルカメラ全体では、前年比約３割減の５６９万台という結果
でした。
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 地域別の売上高はこちらの通りです。

 国内は、通期、１-３月期ともに減収となっておりますが、これは情報通信事業譲渡
の影響であり、これを除くと実質的には、いずれも増収です。

 欧米は、通期、１-３月期、いずれも増収となりました。特に１-３月期は増収傾向の
拡大が顕著になっています。

 右側の棒グラフは医療事業の１-３月期の実績ですが、全地域で大幅増収となり、
全社のドライバーとなっています。第３四半期は、減収となったアジアについても、
中国での需要が回復しており２ケタの増収傾向に転じています。
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 バランスシートの状況です。

 有利子負債を８２０億円圧縮しました。また、年末からの円安加速により為替換算調
整勘定が前期末比で約４４０億円改善したことや、ソニーによる５００億円の増資払
い込み等により、自己資本比率は１５％台まで回復しました。前期末比では、約１１
ポイントの大幅な改善です。引き続き確実に利益を積み上げ、更なる改善を図りた
いと考えています。

 なお、デジタルカメラの在庫は、前期末と同水準の２３６億円でした。今後も在庫の
コントロールを行い、着実に水準を引き下げていきます。
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 キャッシュフローの状況について、ご説明します。

 営業キャッシュフローは、法人税等の支払額２０５億円や、利息の支払額１３９億
円、売上債権の増加１０１億円等によるマイナス要因がありましたが、税前利益で
１９１億円を確保したことに加えて、減価償却費３３９億円、のれん償却額９７億円
等の非資金項目もあり、２５２億円のプラスを確保することができました。

 投資キャッシュフローは、設備投資関連の支出が２８０億円ありましたが、情報通
信事業の売却など子会社株式の売却で５２６億円の収入があったことなどから、
３３５億円のプラスとなりました。

 以上により、フリーキャッシュフローは５８７億円のプラスとなりました。



 続いて、２０１４年３月期の見通しについてご説明いたします。
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 情報通信事業譲渡の影響により、売上高は減収となる見込みですが、利益面
では、営業利益以下の全項目について、大幅な増益となる見通しです。

 売上高は、情報通信事業譲渡による１，１４２億円のマイナス影響を主因として、
前期比６％減の７，０００億円の見通し。

 一方、営業利益は、主要３事業全てで利益改善を図り、前期比約２倍の
７１０億円、経常利益は前期比３５０億円増の４８０億円、当期純利益も前期比２
２０億円増の３００億円と、いずれも大幅な増益を見込んでいます。

 円安効果に加えて、映像事業の利益改善および、医療事業が引き続き大変好
調に推移することにより、達成できる見通しです。

 尚、為替レートについては、ドル円は９０円、ユーロ円は１２０円を想定していま
す。
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 セグメント別の見通しはこちらの通りです。

 医療事業では、昨年投入した主力の消化器内視鏡および外科内視鏡の新製品が、
引き続きグローバルに販売拡大に寄与する見込みであり、売上高、営業利益ともに
大きく成長する見通しです。売上高は、前期比１９％増の４，７００億円、営業利益は
１６％増の１，０１０億円となり、営業利益で初めて１，０００億円の大台を突破する見通
しです。

 ライフ・産業事業についても、昨年投入した新製品をドライバーとして、設備投資意
欲の回復などマクロ環境の改善を追い風に、本格的な収益回復を織り込んでいます。
売上高は、前期比１７％増の１，０００億円、営業利益は前期比倍増の７０億円となる
見込みです。今後も事業効率の向上をさらに進め、収益回復を図ってまいります。

 映像事業につきましては、コンパクトカメラの事業リスク極小化を進めていく中で、売
上高は前期比３％減の１，０４０億円となる見通しですが、映像事業の再建策として掲
げた具体的施策と費用構造の改革により、営業利益は収支均衡を目指します。
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 最後に、２０１４年３月期の配当見通しですが、引き続き、財務基盤を強
化していく必要があり、誠に遺憾ではありますが、見送りとさせていただく
方針です。

 今期の数値計画を達成し、着実に収益基盤を強化した上で、早期の復
配、株主還元の充実を図り、株主の皆様の期待に応えたいと思います。
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